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串料

　特別支援学校 （肢体不 自由）におけ る小 ・中学校 へ の 地域支援 の 実態 を調査 して特

別支援教育制度施行以 前に行われ た前回調査 と比 較 した 。 地域支援 に関す る事項が学

校教育法や新学習指導要領に定め られた こ とで学校が独 自に対象区域 を設定する地域

が減少 し、 代 わ りに教育行政 による区割 りが増加 した 。 また新た な傾 向として 「進路・

進学」や 「認知特性を考慮 した支援」が増加す る な ど 、 支援内容が 多様化 し て い た。

一方 、 新た な課題 として 「校内の 人的資源の 制約」と 「時間の 制約」が浮かび上が っ

た 。 背景に は特別支援学校の 児童生徒 数の 増加や授業時間数の 増加 、相談の長期化が

ある と考え られ る。今後 は地域 の 小 ・中学校が特別支援学校 に依存す る こ とな く実情

に応 じたノ ウハ ウ を構築 して い くた め に 、 学校全体に対する支援を強化 して い く必要

がある 。

キー ・ワー ド ：地域支援　肢体不自由　追跡調査

1．は じめに

　2007年 6 月 、 学 校教 育法 が
一

部 改正 され 第

74条が 新設 され た 。 特別支援学校 は小 ・中学

校等の 要請 に応 じて 児童生 徒等の 教育に必要な

助言または援助 を行 うこ とが 定め られ た ので あ

る 。 翌 2008年 3 月に公示 された小学校 等の 学

習指導要領総則で は 、 小学校等に学ぶ 障害が あ

る者 の 個別の 指導計画等の 作成に当た っ て、特

別支援学校 の 助 言又 は援助 を活用す る こ とが 明

記され た 。 特別支援学校 は こ れ まで培 っ て きた

専門性を生か して 、 地域 の 小学校等 にお ける特

別支援教育の 充実に
一層貢献する こ とが求め ら

れた 。

　他方 、 わが国で は 「障害者の 権利に関する条約

Convention　on 　the　RightS　ofPersons 　With　Disabilities」

の 早期の締結 を目指 して 、 必要な国内法の 整備

　
’

筑波大学人 間系
畔

筑波大学大学院人 間総 合 科学 研 究 科

桝 串

筑波大学大学院教育研 究 科

を図 るとされた （「重点施策実施 5か年計画」平

成 19年 12月 25 日障害者施策推進本部決定）。 と

りわ け本 条約の 第 24条で は、あ らゆ る段 階 に

おける 障害者を包容す る教育制度 （an ・inclusive

education 　system ）の 確保が規定されて お り、シ

ス テ ム の 構築が 喫緊の 課題 となっ て い る 。

　と こ ろ で 、文部科学省初等 中等教育局特別支

援教育課 （2011）に よれ ば、特別支援学校 の 小 ・

中学部にお ける重複障害学級に在籍す る児童生

徒 の 割合 は 40．1％ で あ る 。 中で も特別支援学校

（肢体不 自由）にお ける 割合 は 61．7％ と他 の 障

害を対象 とす る 特別 支援学校 と比べ て最 も高

い 。特別支援学校 （肢体不 自由）で は、「準ずる

課程」に在籍する障害の 軽 い 肢体不 自由児が 減

少 し、 地域の 小 ・中学校に通 う傾向が 指摘 され

て久 しい （川間 ，
1996）。 小学校等で学ぶ 肢体不

自由が ある 者に つ い て も、障害の 程度を問わず、

障害に よる学習上 また は生活上 の 困難 さが 想定

され るが 、た とえば、特別支援学級や 通級指導

教室 などの 特別 な指導を行 うため の リ ソ ース の
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脆弱 さは否め な い 。 特 別支援学校 （肢体不 自由）

の 小学校等にお ける肢体不 自由が ある者や そ の

担当教員へ の 支援 の 重要性が高 まっ て い る とい

える 。

　 こ の ような中、安藤 ・渡邊 ・松本 ・任 ・小山 ・

丹野 （2007）は全 国の肢体不 自由養護学校を対

象に、地域の 小 ・中学校にお ける肢体不 自由を

含む 障害が あ る者の 支援の 実態 を明 らか に し

た 。 こ の 調査は特別支援教育制度施行以前 の 実

施 で あ り、地域 の 小 ・
中学校等へ の 支援は 自治

体 や 各学校 が独 自に 実施 し て い た段階で あ っ

た 。 地域支援 が制度 と して 明確 に位置づ け られ

て以 降の 、 小学校等に対す る特別支援学校の 支

援 は どの よ うに変化 したの で あろ うか 。 特別支

援教育の 制度化後 の 地域支援 の 実態 を追跡的に

明 らか にす る こ とは、今後の 肢体不自由教育に

おける地域支援の充実に 資する もの で ある と考

えられ る。

　 そ こ で 本研究で は 、 安藤 ら （2007）の調査 （以

下 、 前 回調査 ）を踏まえ、 全 国の 特 別支援学校

（肢体不 自由）に お ける地域 支援 の 現状 と課題

に つ い て 明 らかにす る 。

皿．方法

　 1 ．対象

　全 国の 特別支援 学校 （肢体不 自由）245校を

対象 と した 。

　 2 ．手続 きおよび調査期間

　郵送 に よ る 質問紙調査 を行 っ た 。 質問紙 は

2012年 6月 に 依頼 文書 とと もに 各学 校 に 1 部

ずつ 送付 し、7 月 まで に 回収 した 。 質 問紙の 回

答は各学校の 地域 支援担当教員 に依頼 し た 。 回

答者の 選定は各学校 に
一任 した 。

　 3．調査内容

　質問紙 は、前回 調査 を踏襲する形で フ ェ イ ス

シ ー
ト、地 域 支援 の 実 態 に 関す る 項 目 2 項 目

（地域 支援の 内容に 関す る項 目，地域 支援 担当

者が抱 え る 困難 さ）に よ り構 成 した 。 回答 は多

肢選択式お よび 自由記述式 と した 。

　 4．分析

　質問項 目ご とに、欠損値を除い て集計 ・分析

した 。 なお 、 各項 目に よ っ て 欠損値 の 数が異 な

るた め、パ ーセ ン トな どの 数値 は項 目ご との 有

効データ数 に対 して算出 した 。 また、前回調査

との 比 較の 際は 回答数が異なる た め、一
部項 目

に つ い て パ ーセ ン トに変換 した 。 なお、本研究

は追調査で あ るた め 、安藤 ら （2007）で 示され

た デ
ー

タ と比 較させ なが ら検討した 。

皿．結果

　 1 ．フ ェ イ ス シ
ー

ト

　（1）地域 支援実施の 有無

　対象校 245校 の うち、149校 か ら回答が得 ら

れ た （回収 率 60．8％）， 回 答校 の うち、地 域支

援 を実施 して い る学校 （以 下 ， 実施校 とす る ）

は 144校 （96．6％）で あ り、 実施 して い な い 学校

が 1 校 （07 ％）、 未回答が 4校で あ っ た 。

　 （2）地域支援 開始年度

　実施校 144校 に お け る地域支援開始年度は 、

2002年度以前が 19校 （13．2％）、2003年度 が 13

校 （9．0％ ）、2004年度が 22校 （15．3％）、 2005 年

度が 24校 （16．7％）、 2006年度が 23校 （16．0％）、

2007年度が 19校 （13．2％）、 2008年度以 降が 9

校 （6．3％）、不 明が 13校 であ り、半数以上の 学

校で 2007年以前か ら地域 支援を実施 して い た 。

　 （3）地域 支援 に関する校務分掌の 位置づ け

　実施校 の うち 、 地域 支援 を校務 へ 位置づ けて

い る の は 139校 （96．5％）で あ っ た 。 前回調査は

UO 校 （92．4％）で あ り、対象校 におい て はほ と

ん ど の 学校で は校務分掌の位 置づ けられ たと考

えられる 。

　 （4）現在の対応事例数

　実施校 にお ける地域 支援の 「継続的な対応事

例数」 と 「1 回で 完結 した事例 数」 に つ い て 、

総計及び 平均値 を算 出した 。 分散が等 しくない

と仮 定 した t 検定 を行 っ た 。 前回調査 と比較検

討 した結果 、 「継続的な事例数」 に つ い て は 、

2006年 は 平 均 で 13．6事例、2012年 は 15．4事 例

で あ っ たが、有意な差は認 め られ なか っ た。ま

た、「1回 で 完結 した 事例」 に つ い て は 、 2006

年は平均 で 16．3事例、2012年 は平均 で 6．4事 例

で あ り 1 ％水準で 有意な差が認 め られ た （両側
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検定 ：t（206）＝−2．60，p ＜ ．01）。 特別支援学校にお

ける 地域支援 は 「1回 で 完結す る 事例」が 減少

して い る と い える 。

　 （5）対象地域 の 設定方法

　地域支援の 対象地域 に つ い て は、独 自に対象

地域 を設 定 した学 校が 26校 （15．2％ ）、近 隣の

特別支援学校 間の 協議等に よ り、対象地 域 を設

定 した学校が 23校 （13．5％）、 教 育委員 会等教

育行政の 区割 りとの 関係 か ら対象地域 を設定 し

た学校 が ll8校 （69，0％）、福祉行政 の 区割 りと

の 関係か ら、 対 象地 域 を決定 した 学校 が 4 校

（2．3％）で あ っ た （なお ，本項 目は複数 回答校が

あ っ た た め合計 回 答数 に 対す る 割合 を算出 し

た）（Fig．1）。 前回調査 で は 、 独 自に対象地域 を

設定 した 学校 が 36校 （33．3％）、近隣 の 特 別支

援学校 問の 協議等に よ り、対象地域 を設定 した

学校 が 13校 （ユ2．0％）、教育委員会等教育 行政

の 区割 りとの 関係か ら対象地域 を設定 した 学校

が 59校 （54．6％ ）、 福祉 行政 の 区割 りと の 関係

か ら 、 対象地域 を決定 した学校が 0校で あ っ た

（Fig．1）。 煎 回調査 か ら比 較する と、独 自に対

象地域 を設定 した学校が 減少 し、教育行政 の 区

割りとの 関係か ら対象地域 を設定した学校が増

加す る傾 向にあ っ た 。

　 2．地域支援の内容

　（／）児童生徒 に対する地域支援 内容

  肢体不 自由児に対す る地域支援内容 ：通常学

級 に 在籍する肢 体不 自由児 へ の 支援 の 結果 を

Fig．2に示 した e　2006年時点で は、「教材 ・教具

の 紹介」お よび 「体育へ の 参加等」の 項 目が 高

く、そ れ以外の 項 目は低い の に対 して 、2012年

で は若干の 差異 はある もの の ほ とん ど全て の 項

目で 高 い 割含 と な っ た 。 し た が っ て 、 2006年

か ら 2012年に か け て 、通常学 級 に在籍 す る肢

体不 自由児へ の 指導、支援の 内容は広が りをみ

せ て い る と い える 。

  肢体不 自宙児以外 に対す る地域支援 内容 ：肢

体不 自由児以外で 地域支援 と し て 対応 して い る

障害種に つ い て 選択式で 回答 を求め た 。 発達障

害 に対応 して い る と回答した学校が 97校 （実施

校 144校 の 67．4％，以 下 同様）、知的障害 84校

（58．3％）、 自閉症 69校 （47．9％）、 情緒障害 56校

（38．9％）、言語 障害 29校 （20．1％）、 病 弱 28校

（19．4％）、 聴覚障害 14校 （9．7％〉、 視 覚障害 13

校 （9．0％）で あ っ た （Fig．3）。 前 回調 査 で は、

発達 障害 60校 （実施校 ll9校の 50．4％ ， 以下 同

様 ）、 知 的 障 害 42校 （35．3 ％ ）、 自閉症 38校

（3L9％）、 情緒障害 12校 （10．1％）、 言語障害 6

校 （5．0％ ）、病弱 8校 （6．7％）、 聴 覚 障 害 8 校

国

2006 年 2012年

ロ 独 自

口 特別支援学校間の 協議等

昭 教育行政の 区割t）

田 福祉行政の 区割 り

Fig．1　対象地域 の 設定方法

一 59一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Association of Disability Sciences, Japan

NII-Electronic Library Service

Assooiation 　of 　Disability 　Soienoes 厂　Japan

安藤　隆男 ・池田 　彩乃 ・甲賀　崇史 ・大木　慶典

　 　 　 　 　 　 　 　 そ の 他

　 　 　 　 保護 者に対する支援

　 　 　 　 　 教 材 の 提 示 の 工 夫

　 　 　 　 　 指導内容 ・方法

　 　 　 　 ケ
ー

ス 会議への 出席

　 　 　 　 　 発 達検 査等 の 実施

　 　 　 　 　 進路に 関す るこ と

　 　 　 　 　 　 学習環境の 設定

　 　 教育課程 編成に つ い ての 助言

認知特 性 に応 じた学習方法 の 提供

　 　 　 　 　 　 教 育相談 の 実 施

　 　 　 　 書宇の 指導に つ い て

個 別 の 指導計画作成に つ い て の 助言

体育の 授業にお け る身体面への 配 慮、

　 　 　 　 　 　 教材教具の 紹 介

0　　　　　　　10　　　　　　2G　　　　　　30　　　　　　40　　　　　　50　　　　　　60

Fig．2　肢体不自由児に対する 地 域支援内容
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Fig．3　肢体不 自由児以外 の 地域支援対象障害種

（6．7％）、 視覚障害 5校 （4．2％）で あ っ た （Fig．　3）。

すべ て の 障害種にお い て、対応 して い る と回答

した学校 の 割合は増加 して い る こ とがわ か る。

　続 い て支援内容に つ い て選択式で 回答 を求め

た 。 そ の 結 果、「教科学 習に 関わ る こ と」 が最

も多 く47校 （32．6％）、次 い で 「進路 ・進学 に

関わ る こ と」41校 （28．5％）、 「自立活動 に関 わ

る こ と」29校 （20，1％）で あ っ た 。 前回調査で

は、「教科学習 に 関 わ る こ と」 と回答 した学校

は 32校 （26．9％）、「進路 ・進学 に関わ る こ と」

16校 （17．6％）、「自立活動 に 関わ る こ と」21校

（18ユ％）で あ り、特 に進路 ・進学に関わ る支援
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Tabie　1　 地域 の 小 ・中学校 の 教 師へ の 支援内容

肢体不 自由 肢 体不 自由以外

2006年度

（全 119校）

2012年度
（全144校）

2006年度

（全119校）

2012年度

（全14鮫 ）

教科 学習に関わ る こ と

自立活動に関わ る こ と

進路 ・就学に関わ る こ と

　研修等に 関わ る こ と

53校 （44．5％ ）
67校 （56．3％）

40校 （33．6％）
59校 （49．6％ ）

102校 （70．8％）

120校　　（83，3％）
102校 （70．8％ ）
96校 （66．7％）

58校 （48．7％ ）　 89校 （61．8％ ）

28校 （23．5％）　 60校 （4L7％）

30校 （25．2％）　 63校 （43．8％ ）

65校 （54．6％）　 30校 （20．8％）

を行 っ て い る特 別支援学校 （肢体不 自由）の 割

合が 増加した こ とが わか る 。

　 （2）小 ・中学校の教師へ の 支援内容

　地域 の 小 ・中学校の 教師へ の 支援の 内容 に つ

い て 、「肢 体不 自由児 を担任す る教師」 と 「肢

体不 自由児以 外の 障害児を担任す る 教師」 に分

けて 選択式で 回答を求め た （Table　1）。

　肢体不自由児 を担任する教師に対す る地域支

援内容は 、「教科学習 に関こ と」102校 （70，8％）、

「自立 活動に 関わ る こ と」 120校 （833％）、 「進

路 ・進学 に 関わ る こ と」 102校 （70．8％）、 「研

修等に 関わ る こ と」 96校 （66．7％ ）で あ っ た 。

前回調査 と比較 する と、 す べ て の 項 目 にお い て

割合が増加 した 。

　肢体不 自由児以外 を担任す る教師 に対する地

域支援 内容 は 、 「教科学習に関 わる こ と」89校

（61．8％）、「自立 活 動 に 関 わ る こ と 」60校

（41．7％）、「進 路 ・進 学 に 関 わ る こ と」63校

（43．8％）、 「研修等に関わ る こ と」30校 （20．8％）

で あ っ た 。 前回調査 と比 べ る と 、 「研修等に関

わ る こ と」の 割合 が減少 し、その 他の 項 目に関

して は割合が増加 した 、 前 回調査 同様 、 肢体不

自由児 を担 任す る 教 師に 対する地域 支援 内容

は、自立活動 に関わ る こ とが 最も多 く、肢体不

自由児以外を担任する 教師に 対す る地域支援内

容は教科学習 に関わ る こ とが 最 も多 くなる傾向

が見 られ た 。

　 3 ．地域支援担当者の現状 と抱える困難点

　地域支援担当者 の 現状 と して、校内の 担当者

の 中で 「専任で 行 っ て い る教員数 （専任者）」「授

業等を軽減 されて い る教員数 （軽減者）」「授 業

等 を軽減 され て い な い 教 員数 （非軽減者）」 に

つ い て 回答を求め た （Fig．4）。「専任者」 は 137

名 （全 担 当 者 数 の 17．5％）、「軽 減者」230名

（29．4％）、「非軽減者」415名 （53．1％）で あ っ た 。

前回調査か ら比 べ る と、軽減者 と非軽減者の 割

合が減 少 し、 専任者の 割合が 増加 して い たが 、

そ れ で もなお 、半数以上 の 担当者が 通常 の 業務

を担当 しなが ら、地域支援 を行 っ て い る こ とが

明 らか とな っ た。

　地域 支援担当者が 抱 える困難点 に つ い て 選択

式で回 答を求めた 。 なお 、 本項 目は 前回調査 で

聴取 して い ない ため、比較検討 は行わ ない
。 支

援 に つ い て 困難を感 じて い る と 回答 した学校

は、130校で あ っ た 。 その 内容 と して 最も多か っ

た の が 「校内の 人的資源の 制約」103校 （79．2％）

で あ り、 続い て 「時間の制約」 100校 （76．9％）、

「地域 の 資源 の 制約」42校 （32．3％）、「経費の

制約」37校 （28．5％）で あ っ た 。 また、「その 他」

と し て 15校 （115％）か ら挙げ られ た困難点 に

お い て は、『多様 な相 談内容 に対応する ための

組織 、 個人 の 力量不足」 とい っ た地域支援 を実

施す る側 の 課題 が挙げ られ る と同時 に 、 『事例

が所属する学校 の 理 解不足 や校 内体制の 未整備

に よ り、研修の 機会を設定 して も、担任が研修

に 出 られ な い 場合が多い こ と』、『支援 を依頼す

る側の 地域支援に 関す る認知度の 低さ』 とい っ

た支援を受け る側の 課題 も見 られ た 。

N ．考察

　 1 ．特別支援学校 （肢体不 自由）にお ける地

　　域支援内容

　本調査で 回答が 得 られ た 149校 の うち、地域

支援 を実施 して い る学校 は 144校 （96．6％）で あ
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2006年度 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2012年度

Fig．4　地域支援担当者の現状

□ 専任者

函 軽減者

ee非軽減者

り、 その 内大 部分 の 学校 （96．5％）が地域 支援

を校務に 位置づ けて い る こ とが示 された 。 こ の

傾 向は 、 前 回調査 に お い て もほ ぼ 同様 で あ り、

特別支援教育制度の 施行以前 に多 くの 特別支援

学校 （肢体不 自由）が地域支援 に関す る学校 体

制 を整えて い た こ とが わか る 。

　本調査 か ら、 肢体不 自由児に対す る地域支援

の 内容が 多岐 に わ た っ て い る こ とが 明 らか に

な っ た 。 前 回調査 で は 、 「体 育の 授業にお け る

身体面へ の 配慮」お よび 「教材 ・教具 の 紹介」

等の 身体の 動 きに着 目した支援 が中心 で あ っ

た 。 本調査 か ら 「認知特性に応 じた 学習方法の

助 言」が相対的 に増加 して い る こ とが 明 らか に

な っ た 。 従来 の 身体 の 動 きに着目 した 支援に加

えて、認知特性 や学習の 困難 さを考慮 した支援

も行 われ る よ うに な っ て きて い る と い える 。

　 また 「ケース 会議へ の 出席」の 増加 に象徴 さ

れ る ように 、 児童 ・生徒 に対す る直接的な指導

や支援に 関する 内容 に と ど ま らず、学校運営や

学級運営 を視野 に い れた教 師へ の 支援 に も広が

りを見 せ て い る こ とに も着 目で きる 。 滝 坂

（2004）は、全 国の 特 殊教 育諸学校 の セ ン タ
ー

的機能 を調査 し、 校 内体制の 整備が課題で ある

と指摘 して い る 。 地域の 通常学校が特別支援学

校 の 支援 に依存する の で はな く、当該学校の 実

態に応 じた独 自の ノ ウ ハ ウ を構築 して い くた め

に は、今後
一
層の 学校全体 に対す る支援 を実施

して い る こ とが肝要で あ る とい える。

　 また、肢体不 自由児以外の 地 域 支援の 対象は、

発達障害 、 知的障審 、 自閉症 、 情緒障害が多い

こ とが 明 らか に なっ た。 障害の発生率 を踏まえ

れ ば こ の 傾向は今後 も継続する と考え られ る 。

特別支援学校 （肢体不 自由）で は、在籍する児

童等の 主 障害で ある脳性 まひ児等の 指導や支援

を通 して 、 認知障害 、 学習障害 、 て んかん等に

対する専門性を培っ て きた 。 脳性 まひ児 等に対

す る指導や 支援を、発達障害児等に対する 教育

的支援 に 活か し て い くこ とが 求め られ て い る と

い える 。

　 2．地域支援担当者が抱 える地域支援実施上

　　の困難点

　現在の 特別支援学校 （肢体不 自由）の地域支

援担当者の 半数以 上が 通常 の 業務 を担坐しなが

ら、地域支援を行 っ て い る 。 こ の ような状況の

中で 、地域支援担 当者が抱 える地域支援実施上

の困難点 として 、 約 8割の 学校が 「校内の 入的

資源の 制約」と 「時間の制約」 を挙 げた 。 こ の

背景 と して 以下 の 点が考え られ る 。

　es−・に 、特別支援学校 の 児童生徒数の 増加で

ある 。 平成 18年度 か ら平成 23年度にお ける特

別支援教育資料 に よる と、特別支援学校 に在籍

す る児童生徒数 は年々 増加 してお り、 肢体不 自
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由児童生徒に お い て も、 平成 18 （2006）年度段

階 で 18
，
717人 だ っ た 児 童 生 徒 数 は 平 成 23

（2011）年度段階で は 31
，
612人 に増加 して い る 。

一方 、 特別支援 学校 （肢体不 自由）の 本務教員

数で考える と、教員
一人当た りの担 当児童生徒

数 は平成 18 （2006）年度段階で 1．25 人 な の に対

し 、 平成 23 （2011）年度段 階で は 2。17人 とな っ

て お り、その 数は年 々増加する傾向にあ る 。

　第二 に、授業時間数の 増加 で ある 。 平 成 20

年に告示 された小学校 ・中学校学習指導要領で

は、「国語 ・社 会 ・算数 ・理科 ・体育 の 授 業時

数 を 10％ 程度増加する こ と」お よび 「週 当た

りの コ マ 数を低 学年で 週 2 コ マ 、中 ・高学年で

週 1 コ マ 増加」す る こ とが示 され た （文部科学

省 ， 2011＞。特 別支援学校 の 小 学部又 は 中学 部

の 各学 年にお け る年間の 総授業時数 に つ い て

は， 小学校又 は中学校の 各学年の 年間の 総 授業

時数に準ずる もの として 定め られて い るた め、

特別支援学校 にお い て も増加 した授業時間数の

確保 は 大 きな課題 とな っ て い る。

　第三 に、地域支援相談の長期化 ・多様化で あ

る 。 地域支援の 対象事例数の 比較 か ら、特別支

援 学校 （肢体不 自由）の 地域 支援 にお い て は 、

1 回で 完結す る事例数が 減少する傾向が 明 らか

に な っ た 。 佐藤 （2009）は、学校等か らの 相談

は最初に要請された依頼に つ い て 相談 を進 める

うちに、相談内容に広が りが 出て くる こ とを指

摘 して い る 。 特別支援学校 （肢体不 自由）の 地

域支援 にお い て も 、 相談等を行 う中で 新 た に 浮

か び上が っ て くる様々 な ニ ーズが あ り、 1 回で

完結す る事例が少な くなっ て い る こ とが考 えら

れ る 。 また、同時に
一

回で完結で きない ような

複雑な事例が増加 した こ と も考え られ るが、本

調査 にお い てその 詳細 は明 らか にな っ て い な い

た め、今後さ らに検討す る必要があるだ ろ う。

　第四に 、 地域 支援対象地域の 拡大が考え られ

る 。 地域 支援の 対象地域 に つ い て は、2003年

の 「今後の 特別支援教育の 在 り方に つ い て （最

終報告 ）」 に お い て 、 盲 ・聾 ・養護学校、小 ・

中学校、児童福祉施設 、 保健所 、 医療機 関等の

関係諸機関が 協働す る た め に 、都道府県等の 自

治体が 「支援地域」を設定して取 り組む こ とを

提言 して い る 。 今 回の 調査 にお い て は 70％ の

学校が教育行政の 区割 りを参考に して支援地域

を設定 して お り、 前回調査に比 べ て 増加する傾

向がみ られ 、 提言を反映す る結果 となっ た 。 し

か し
一

方で 、川 間 （1996）が指摘 す る よ うに 、

地域 に特別支援学校が 1 校 しか ない 場合、単純

に教育行政の 区割 りを採用する と 「支援 地域」

が広 範 囲 に及 ん で しま うこ と も考え られ る 。

2012年の 「共生社会の 形成に 向けた イン ク ル ー

シブ教育システ ム 構築の ため の特別支援教 育の

推進 （報告）」 で は 、 「地域 の 状況に応 じた 柔軟

な選択肢が あ っ て も良い 」と提言 して い る よ う

に、地域の 実情に合 わせ て柔軟 に支援地域 を設

定する こ とも考える必要がある の で はない か 。
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Present Condition and  Problems on  Regional  Support in Schools for the  Physically Challenged
-

 A  Comparative Perspective from  a  Change  Before and  After Special Needs Education System -

Takao ANDO,  Ayano IKEDA,  Tlakashi KOHGA  and  Ybshinori OKI

 This study  investigated the current  condition  ef  regional  support  that schools  fbr the physically

challenged  canied  eut,  and  compared  the changes  in that support  before and  after  initiation of  a  special

needs  education  system.  The number  of  schools  sening  a support  area  originally  decreased, and  those

supporting  in the district area  set by a  local educational  administration  increased, The  new  nature  of

regional  support  and  the contents  of  support,  such  as 
"career

 counseling  for students"  and  
"support

based on  the cognitive  characteristics of  students  with  physical disabilities," increased and  diversified.

However,  insuffieient manpower  and  time emerged  as  the issues in regional  support.  We  found that the

causes  of  these issues are  the increasing number  of  students  in special  needs  education  schools,

increase in the number  of  classes,  and  prolonged counseling.  Regional support  capability  must  be

enhanced  across  all types  of  school  to build know-how  appropriately  without  depending on  special

needs  education  system.

Key words:  regional  support,  physically challenged,  foIIow-up survey
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